BIS論壇　No.145　「イスラム国の日本人人質事件に思う」　中川　十郎
　　去る1月20日イスラム国の人質事件が発生。期限の72時間を超えて96時間となった。
政府やメデイアは事件発生直後の過熱した報道から一転。期限を過ぎても、対応を検討中として一切詳細な報道や取材をしていないようである。明らかに安倍内閣特有の政府のマスコミ対策が行われているのではないか。交渉期限をまる一日過ぎてもイスラム国側、政府とも対応を発表していないということは、交渉が継続していると見るほうが正しいのではないか。筆者の推定は情報論的に見て、欧米のイスラム国爆撃に対し、基地を提供しておらず、同じイスラム国として中立的なトルコを介して極秘の交渉が行われているとみている。安倍政権は慌てふためいて、藁にもすがる気持ちで、欧米やイスラエル志向のヨルダン、さらにはエジプト、空爆を続行しておりイスラム国に敵対的な米国や英国、はては豪州などにも交渉へのアドバイス、協力を求めているらしいが、これは逆効果であろう。
　　そもそも今回の人質事件の発端は、怪しげな「積極的平和外交」なる概念を持ち出し、集団的自衛権ともからみ、歴史的にも、宗教的にも最も複雑な中東地域で、安倍首相ご自慢の『地球儀を俯瞰する外交』を展開しようと、調子に乗り、自身の実力のほどもわきまえず、浅はかなパフォーマンスを行ったことにあると見る。筆者は商社時代中近東に4年駐在し、その間、イラク、シリア、ヨルダン、レバノン、エジプト、トルコ、ギリシアなどでビジネスを行ってきた。その時の経験から、欧米の多国籍石油企業~いわゆるセブンシスターズがいかに石油で中東を搾取してきたか身をもって痛感した。中東諸国では自国の地下に膨大な石油、ガス資源を持っているにも関わらず、利権と利益は石油資本と、王族に吸い上げられ、一般大衆はまさしく石器時代にも似た生活をしていた部族もいた。これらの超格差社会を改善する努力もせず、欧米の資本主義、金融資本主義の追及で膨大な利益を略奪していることへの反目もあるのではないか。ピケテイの『21世紀の資本』が説く通りの搾取が21世紀の今でも中東では当然のように行われている。筆者が中東に駐在したのは1960年代だがこのような格差は依然として縮っていないように見える。
　　安倍政権は2014年1月鳴り物入りで米国のNSAをまねて「国家安全保障局」（NSA＝National Security　Agency）を設立。安倍首相お気に入りの谷内・元外務次官を局長に任命。この谷内氏が安倍政権の外交政策を牛耳っているように見える。はたして谷内氏は中東で勤務した経験があるのか。複雑な中東外交を駐米大使の経験で律する力があるのか。
　　今回の中東訪問で2億ドルの支援をするとの安倍首相の演説の中に、イスラム国に対抗する周辺諸国に援助すると、言わずもがなの文言を挿入したのは誰なのか。今回の人質事件を齎した安倍首相、日本外務省、谷内NSA局長の責任をわれわれは鋭く追及すべきではないか。欧米も手こずるアラブのことは植民地を運営していた欧米に任せること。安倍首相はまず、足元の福島原発事故収拾、近隣諸国の中国、韓国、ロシアなどとの関係改善にこそ全力を注ぐことこそ肝心である。安倍首相はおおそれた考えを抱かず、己の力のほどをわきまえ、謙遜に堅実に国政運営を心がけることこそ日本の首相の役目ではないか。
